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This paper presents the method to estimate damage factors of buildings using earthquake-early-warning and building 

monitoring information. In the first year of two-year project, acceleration response estimates of buildings nearby 

monitored disaster-base buildings was aimed. In the proposed method, given the magnitude and epicenter of an 

earthquake, response spectrum at targeted building sites is first predicted using an attenuation relationship. Then, 

immediately after the earthquake, the predicted response spectrum is corrected using the monitoring data obtained 

at the disaster-base building. Using the corrected response spectrum, the deformation of the targeted buildings are 

estimated using the capacity spectrum method. The proposed method was validated through application to the 

records of high-rise buildings subject to 2011 Tohoku earthquake.  

 

１．はじめに 

緊急地震速報は，地震発生直後の震源情報から

予測された地震動情報を迅速に届けることを主眼

としており，その情報のみから建物の応答を正確

に推定することは難しい．一方，超高層建物や大

規模建物では，地震時の建物応答を観測する構造

モニタリングシステムの普及が進んでおり，地震

動の到達後により正確な地震動情報が獲得できる．

本研究では，地震発生直後から社会・経済活動の

復旧開始に至るまでの時間に，緊急地震速報情報

と地震応答を観測する建物（ここでは防災拠点建

物と称する）の構造モニタリング情報を併用し，

建物ごとの被災予測をリアルタイムで正確に発

信するシステムの開発と実証を目指す．拠点間連

携課題に採択された初年度は，防災拠点建物周辺

の建物群の最大応答推定の高度化に取り組んだ． 

２．最大応答の推定手法 

本研究では，最大応答推定とは地震動収束後に

地域の建物群の応答情報を提供することを指し，

その対象は構造モニタリングを行う防災拠点建物

の周辺建物群とする． 

今回提案する手法は，下記の 3つのステップか

ら構成される．先ず，緊急地震速報から得られる

震源情報を用いて対象建物サイトの応答スペクト

ルを推定する．次に，防災拠点建物の加速度応答

観測記録を用いて推定応答スペクトルを補正する．

最後に，建築構造物の限界耐力計算設計法の一部

で使用される Capacity Spectrum Method（CSM）

を用いて対象建物の最大応答を推定する． 

対象建物サイトの応答スペクトル推定には

Morikawa and Fujiwara（2013）による距離減衰

式 2-1 を用いた．ここで応答に大きく影響するの

はモーメントマグニチュードMwと断層最短距離

X [km]である． 
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観測記録を用いた推定応答スペクトルの補正方

法について述べる．地震動の波形は観測点の距離

が近づくほど類似するため，本研究では防災拠点

建物から半径 1km 以内の地域内建物群への入力

地震動は防災拠点建物と同じであるとみなす． 

防災拠点建物からの距離が 1km を超えるサイ

 

Fig.1 推定および観測応答スペクトル 



トに対しては誤差指数による補正をかける．緊
急地震速報情報から距離減衰式で求められる応答

スペクトルは多数の地震動の平均的特性を有する．

しかし，実際に観測される地震動は Fig.1 に示す

ように固有の周波数特性を有するため，その特性

を応答スペクトルに反映するための補正を行う．

具体的には，防災拠点建物における各周期での観

測と推定の誤差を誤差指数として表し，式 2-3で

定義する．そして，式 2-4 を用いて対象建物サイ

トにおける応答スペクトルを補正する． 
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３．実観測記録を用いた提案手法の検証 

東京都 A区に建つ 3棟（No.1~3）の高層ビルの

加速度応答観測記録を用いて提案手法の精度を検

証する．観測記録として 2011 年東北地方太平洋

沖地震の本震観測記録を用いる． 

本検証では建物 No.1 が観測記録を持つ防災拠

点建物，建物 No.2, 3 が構造モニタリングなしの

周辺建物と仮定して最大応答を推定し，観測記録

と比較する．建物 No.1 からの距離は，No.2 は

150m，No.3は 1.5kmである．比較対象とする観

測最大応答値は建物頂部の観測記録から算出した．

このとき高次モード成分の影響を取り除いたもの

と取り除かないものの 2種類について算出し，そ

れぞれ observed response1と observed response 

2としている． 

建物 No.2, 3 に対して提案手法を適用した結果

を Fig.2 に示す．距離減衰式に用いたマグニチュ

ードは緊急地震速報の最終報の値である 8.1 であ

る．距離減衰式によって推定された加速度応答ス

ペクトル(estimated spectrum)は建物応答を大き

く過小評価する結果となっている．建物 No.2 に

おいては，建物 No.1 に位置が近いため補正は必

要なく，推定したスペクトル(corrected spectrum)

と No.2 の基礎での観測記録によるスペクトル

(observed spectrum)はほぼ等しい．No.3 におい

ては平滑化した誤差指数を用いて補正したスペ
クトル(corrected spectrum)がNo.3の基礎での観

測スペクトル(observed spectrum)の傾向を良く

追従できている． 

推定した応答スペクトルは非常に精度が高いが，

性能スペクトルとの交点から求めた建物応答は観

測記録に対しては差があり，この点については基

礎の観測地震動から建物応答を推定する手法にお

けるより一層の精度向上が望ましい． 

４．まとめ 

防災拠点建物の観測記録から周辺建物の最大応

答を推定する手法を提案し，実際の建物観測記録

を用いてその精度を検証した．緊急地震速報情報

による応答スペクトルに，防災拠点建物での観測

記録を用いた補正をかけることで応答推定の精度

を格段に向上できることを確認した． 

次年度以降は，基礎の観測記録から建物応答の

予測精度を向上する手法を模索するとともに，最

大応答に加えて，建物の揺れ継続時間の推定を検

討する． 
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Fig.2 提案手法の検証 


